
グループリスク管理

日本郵政グループのリスク管理態勢

2021年度のトップリスクと主な想定シナリオ（当社経営陣が特に重視する当社グループの事業等のリスク）
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■  リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）

■  事業別リスクアペタイトの基本的考え方

■  トップリスク

ガバナンス　　日本郵政グループのコーポレートガバナンス

日本郵政グループのリスク管理
日本郵政グループでは、グループ協定等に、グループ各社の管理対象リスクや日本郵政への報告事項等、リスク管理
にあたり遵守すべき基本事項を定めています。また、日本郵政が「グループオペレーショナルリスク管理連絡会」等
を通じて、グループのリスク管理状況や改善状況をモニタリングするなどにより、グループ全体のリスク管理を
行っています。
グループ各社は、自社のリスク管理を統括する部署を定め、自ら主体的に自社の事業特性やリスク特性に応じた
リスクの特定、評価、制御、モニタリング等のリスク管理を行うとともに、日本郵政に対し必要事項を報告するなどに
より、グループ一体での管理態勢を整備しています。

日本郵政グループでは、収益拡大のために取る、ある
いは許容するリスクの種類と量（リスクアペタイト）を
明確にし、グループ全体のリスクをコントロールする枠組み
として、2021年度より「リスクアペタイト・フレームワーク」
（ＲＡＦ）を導入しました。

日本郵政グループは、本枠組みを活用し、経営層が経営
計画とともに取得するリスクと種類を承認し、想定外損失
の回避、リスク・リターンの向上、アカウンタビリティの
確保を通じて企業価値向上を目指します。

日本郵政では、取締役等へアンケートを
実施して、「経営陣が特に重視する当社
グループの事業等のリスク」を把握し、その
結果、発生可能性と影響度の観点からリスク
の重要度を評価して、上位に位置付けられる
リスクを「トップリスク」と定めています。
日本郵政は、トップリスクの管理状況、
改善策等をグループ会社と連携してモニタ
リングしています。
また、トップリスクをRAFや経営計画策定
の議論に活用しています。

金融事業（ゆうちょ銀行・かんぽ生命保険）
ALM・運用業務・保険引受で適切なリスクテイク
とリスクコントロールにより、財務の健全性を維持し
つつ、収益の確保を目指します。

非金融事業（日本郵政・日本郵便）
郵便・物流事業、不動産事業及び新規事業において、
金融事業及び既存事業を除く資本の範囲内で、適切な
リスクテイクとリスクコントロールにより、財務の健全
性を維持しつつ、新たな収益の確保を目指します。

取締役回答

監査委員会
リスク管理統括部

取締役会

経営会議代表執行役社長
個別リスク管理部署

RAF の運営プロセス

● 経営理念・リスクカルチャー  
● 事業環境とトップリスク整理
● リスクアペタイト設定  ● 経営計画案策定
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リスクアペタイト指標

リスクアペタイト・
ステートメント

リスクアペタイト方針
リスクアペタイトの設定

※2  中期的目標 ： 当期純利益、ROE、
　　　　　　　　自己資本比率等

※1  財務目標達成のための具体的戦略

財務目標※2

事業戦略※1

経営計画（中計・年計）

・ストレステストを実施し、経営のサステナビリティを検証（複数のシナリオの下で各種計画等への影響を確認）
検証

影響度小

大

大

発
生
可
能
性

● 業務執行
● 投資判断

● リスクアペタイトに
　 照らした実績
　 モニタリング

● 以下に応じリスク
　 アペタイトの見直しを検討
・内外環境の変化
・戦略・施策の進捗状況
・定量目標の進捗状況

ESG・気候変動に
関するリスク

人的リスク(人材確保、ハラスメント、
労働問題、人件費増加）

グローバル経済の減速による
海外信用悪化に伴うリスク

金融2社株式の売却に
関するリスク

サイバーセキュリティに
関するリスク

低金利環境の長期化に
伴うリスク

顧客本位の業務運営に
反する行為等による社
会的信用低下のリスク

DX等の技術革新など
事業環境の変化に対
応できないリスク

法令等違反に
関するリスク

10 新規事業・資本提携・業務提携・M&Aに関するリスク

リスクテイク モニタリング 見直し検討

※円の大きさは優先度を表します。
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※円の大きさは優先度を表します。

トップリスク 主な想定シナリオ

1 顧客本位の金融商品販売に関するリスク
【上図2.および4.のリスクを統合】

お客さまに不利益が生じたり法令違反または社内ルール違反に該当する事例が新たに判明
すること等により、当社グループの社会的信用が毀損する

2 金融リスク（低金利環境の長期化・グローバル経済の
減速）【上図1.および7.のリスクを統合】

債券運用を資産運用の主体とする金融2社の基礎的な収益力低下の継続またはグループ
会社が保有する資産の評価損等が生じる

3
DX等の技術革新など事業環境の変化に対応
できないリスク
【上図3.および10.のリスクを統合】

事業環境の変化に適時かつ適切に対応できず、当社グループの業務・商品の競争力や効率性が
低下する

4 サイバーセキュリティに関するリスク 標的型攻撃等のサイバー攻撃の激化・高度化により、システム停止や各種サービスの不正利
用が発生し、業務が大規模かつ長期間に亘り、停止しまたは制約を受ける

5 金融2社株式の売却に関するリスク 株式の売却が進むことにより減少する当社の連結財務諸表に反映される金融2社の利益を
補うことができない

6 人的リスク
（人材確保、ハラスメント、労働問題、人件費増加）

有能な人材の育成及び定着を図ることができないことや人事労務上の問題や職場の安全衛生
管理上の問題等が発生することにより、人材の流出・不足等を招き人件費が上昇する

7 ESG・気候変動に関するリスク ESGへの対応が不十分と評価されることにより、当社グループの資本市場における評価その
他社会的な評価が低下する

8 海外子会社に関するリスク 海外子会社の経営状況が改善せず減損損失を計上する

※ 8はアンケート実施後に発生した事象等を踏まえ追加。
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